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第 1 章 　事前調査の概要

1 － 1　要請の背景

（1）ボゴタ平原は総面積 4,305km2、人口約 700 万人の地域であり、コロンビア国の首都である

ボゴタ特別区と周辺都市を含む。同地域における年間平均降雨量は約 800mm であり、首都圏

に大規模河川は存在しない。一方、近年、治安状態の悪化及び経済活動の低迷等を背景として、

地方からの人口流入が顕著であり、ボゴタ首都圏の人口は 2015 年には 900 万人に達するとも

予想されている。

（2）ボゴタ首都圏における給水原単位は 160   l /day/ 人（1999 年）で計算されており、市周辺部

に整備されている 3 か所の浄水場等から、現時点では需要に対応した水量及び水質が確保さ

れている。他方、同首都圏に対する安定的かつ中長期的な水供給の観点では、将来の水需要増

大や災害時の安定供給を勘案した新規水源の早期確保が課題となっており、地方部から首都

圏に流入する貧困層を対象とした給水サービスの拡充は急務である。

（3）ボゴタ特別区では「水供給地下水開発計画」及び「市拡張整備プログラム」を策定し、上記

課題に対応するため深層地下水開発及びその賦存量把握に係る調査を 1999 年に一部着手した

ものの、同国の地下水開発に係る事業実施の経験不足及び技術の未熟さのためにデータの量

や調査精度が十分ではなく、地下水を水源とする長期的な上水の安定的供給に係る調査の必

要性が高まっている。

（4）かかる背景の下、1999 年 8 月、「コ」国政府は、我が国に対しボゴタ平原地域の地下水開発

に係る計画策定のための要請を行い、これを受け、2000 年 7 月に本格調査の実施に係る

S ／W 締結を目的とし、事前調査団を派遣するものである。

1 － 2　調査内容及び結果の概要

S ／W 及びM ／M については、7 月 13 日に国際協力庁副長官、ボゴタ市上下水道公社（EAAB）

各部部長が出席の下、EAAB 総裁と松島団長との間で署名・交換を了した。署名式にはテレビ局

等マスコミが多数出席し、先方政府の期待の高さをうかがわせた。

また、事前調査中は先方 C ／ P がすべての協議と現地踏査に同行し、収集資料をあらかじめ準

備するなど地下水や給水の現況及び先方ニーズの周知に努めていたため、短期間のうちに効果的

な情報収集がなされた。

本件調査に対する先方期待及び協議結果の概要は以下のとおりである。

（1）調査目的はボゴタ平原への表流水を中心とする水資源開発を補完するための地下水開発に

加え、持続的な水供給を行うために、白亜紀層の深層地下水の賦存量調査を行うこと及び右
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に係る技術移転を行うことである。

（2）深層地下水の開発は現在表流水により給水を行うボゴタ市にとって、災害時・緊急時にも安

定した飲料水を供給することに役立ち、市の南部地域を中心に居住する貧困層への裨益も期

待されている。

（3）先方は INGEOMINAS、DAMA、CAR 等の関連機関との間でGRITAS という協力体制を組

み、これまで自力で一部地下水部賦存量調査等を実施しているが、同協力体制が不十分であ

ること及び調査の精度にも問題があること等の問題点があげられている。

（4）上記理由から、EAAB としては、安定的及び持続可能な深層地下水を持続的に開発し、上

記協力体制の強化、充実を図るため、我が方に対し、地下水開発調査に係る制度の向上（深層

地下水賦存量の把握、対象地域における水質・地盤沈下の現況把握及び地下水の人工涵養に

係るパイロットスタディの実施等を含む）を図りつつ、対象地域内の湿地帯保全と地下水汚染

等の関係等の環境面の考察を期待していることが判明した。

（5）本件調査の実施に際しては、EAAB が我が国経済協力に対して知識が薄く効率的かつ効果

的な深井戸掘削、地下水の水質調査、関連データベースの管理及び測量調査等についても必

ずしも十分なノウハウを有していないことから、本件調査の実施を通じて先方 C ／ P への効

果的な技術移転を行う必要があり、先方からも強い要請があった。

1 － 3　調 査 目 的

本件調査はコロンビア国の要請に基づき、ボゴタ市及び周辺市を対象とする地下水賦存量調査

を行い、同地域における持続的な地下水開発計画を策定することを目的とする。今回の事前調査

においては、上記調査に対する先方意図を確認するとともに、本格調査のための S ／W を協議・

署名することを目的とした。主な調査内容は以下のとおり。

（1）コロンビア国側の意向及び実施体制の確認

（2）対象地域の地下水開発に係る現状及び問題の把握

（3）S ／W、M ／M に係る協議及び署名

（4）他援助機関の援助動向の把握

（5）関連プロジェクト及び関連機関に対する情報収集

（6）本格調査の内容の検討
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1 － 6　S／W・M ／ M 協議

（1）S ／W、M ／M 署名相手及び使用言語

1）S ／W、M ／M の署名相手方は、本件実施機関であるボゴタ市上下水道公社総裁とした。

また、援助受入機関である国際協力庁・計画局がコサイナーとして署名を行った。

2）S ／W、M ／M の使用言語は英語及び西語とした。ただし、正式言語はあくまで英語とし、

同内容の解釈に双方の齟齬が生じた場合にも、英語のS ／W、M ／M を正式と解釈すること

につき了承を得、M／M に記載した。

（2）調査名

英文のタイトルとして “ the Study on the Groundwater Development for the Bogota Plain

in the Republic of Colombia” を提案したところ、先方より地下水の持続的開発を強調した

い旨要望がなされたため、“the Study on the Sustainable Groundwater Development for the

Bogota Plain in the Republic of Colombia” とした。西文タイトルは “de Estudio para el

Desarrol lo  Sostenible  de  Recursos  H ídr icos  Subterráeos  en  la  Sabana de  Bogotá  la

República de Colombia” とした。

（3）実施機関

実施機関はボゴタ市上下水道公社であるが、本件調査の目的が対象地域における給水計

画に資する地下水開発M ／ P 策定であることから、上下水道公社以外にも関連機関が関係す

ることが予想されたため、上下水道公社を中心とするステアリングコミッティを設立し、関

係機関の調整や意見集約を行うよう提案したところ先方の了承を得、メンバー構成案ととも

にM ／M に記載した。

（4）本格調査の内容

1）調査目的

当初 S ／W 案では地下水賦存量調査、地下水開発計画の策定及び先方 C ／ P への技術移

転の 3 点であったが、環境面への配慮について先方の強い要請があり、地下水開発に係る水

質及び周辺地域の開発との関係等にも配慮する必要があると思料されることから「地下水に

関連する環境現況調査」を加えた。

環境調査の内容としては水源付近の水質・底質に係る現況調査に加え、地盤沈下、地下水

の継続的水質モニタリングとした。

2）調査対象地域

当初先方要望は「首都ボゴタ市と隣接都市（ラ・カレラ、チア、カヒカ、ソポ、トカンシパ、
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フンサ、モスケラ、マドリド等）」であったが、明確に要請書内に記載されていないため、先

方に対し調査対象地域図の提出を求めた。右を検討した結果、我が方調査の目的、具体的協

力範囲と照らし妥当であると思われたことからこれを S ／W に ANNEX-I として添付した。

ただし、調査対象地域には市南部の Soacha、Sibate 等の危険地域が含まれるため、本格調

査開始前に調査団の立ち入りの可否と同地域に対する調査方針について先方と協議を行う必

要がある。

3）目標年次

要請書には地下水開発計画策定に係る目標年次に関する記述がないが、ボゴタ市が策定し

た首都圏拡張計画の目標年次との整合性を勘案し、目標年次を 2015 年とすることを提案し

たところ先方の了承を得、M ／M に記載した。

4）調査期間

当初、地下水賦存量の調査として約 18 か月の工程を想定したが、先方が実施予定の試掘調

査（3 年間で 10 本、うち本件調査にて施工監理を行う 1,000m 級の観測井 1 本を含む）、及び

右に続く地下水モニタリングに係る技術移転を長期的（合計 6 年間）に実施してほしい旨先

方より強い要請があった。右については、我が方開発調査スキーム及び予算の制約等を説明

のうえ、観測井の整備に係る監理と初期モニタリングの実施について一部当方調査でフォロー

することとし、約 30 か月の調査工程を提案のうえ、同期間内で実施される技術移転結果を踏

まえ、以降のモニタリングは先方機関で実施することで合意した。

5）調査項目

当初 S ／W 案に追加した項目として、以下の項目があげられる。

・湿地帯等に係る環境現況調査（表流水、地下水、地盤沈下）

・地下水モニタリング（調査監理含む）

・既存水理・地質データベースの充実

水理地質図の改訂、EAAB による効率的な地下水情報の整理のために既存のデータ

ベースの拡充を行う。右は INGEOMINAS が構築し、既に井戸 80 本分の位置（GPS で補

足）、水位、地質、地形、帯水層種、土壌データ等を入力済みであり、本件調査にて得ら

れる新たなデータ入力を行い、必要に応じ修正を行う。

・効果的な人工涵養に係るパイロットスタディの実施

地下水の揚水による地盤沈下を防ぐために先方は本件調査にて人工涵養を実施し、モ

ニタリング項目に含める旨要望した。これに対し調査団より浄水場で処理した飲料水を

地下へ戻すことはコスト的にフィージブルでないこと（そのまま供給する方が安価であ

る）、技術的に目標帯水層に十分涵養されないこと、高次処理水であってもなお地下水を

汚染する可能性があること等から実施は困難であることを説明した。
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しかし、先方はあくまで人工涵養に係る技術移転を得たいことを説明のうえ、浅層地

下水の過剰揚水から生じつつある地盤沈下を回復するため、若しくは深層地下水の利用

を主として災害・緊急時における代替水源に限定して利用するため、人工涵養が不可欠

であるとの意向を示した。結局、人工涵養の適用可能性を検証するため試験的事業とし

て小規模に実施し、技術移転を図ることとし、調査項目に加えた。

（5）調査実施体制

本格調査の効果的・効率的実施のため、技術移転の対象となる必要なカウンターパートの

適正配置が不可欠である旨説明したところ、EAAB のほかに INGEOMINAS、DAMA、CAR

メンバーの所属先をM ／M に記載した。

（6）カウンターパート研修員の受入れ

カウンターパート研修について先方から要望があり、M ／M にその旨記載した。

（7）技術移転セミナー

技術移転セミナーについて当方より制度等について紹介したところ、先方から要望がなさ

れたためM ／Mにその旨記載した。

（8）レポート

本件調査で作成するレポート（IC ／ R、IT ／ R、DF ／ R、F ／ R 等）については、英語及

び西語版の作成を行うことで合意し、部数については先方意向を確認のうえ、S ／W 記載部

数を変更した。

また、ファイナルレポートは情報公開及び事業結果の効果的使用等に配慮し、原則公開と

することで了承を得た。先方からは本件調査に関係する機関が多岐にわたるため、公開する

ことは不可欠である旨付言がなされた。

（9）コロンビア国側便宜供与

S ／W 案に記載された先方政府の便宜供与事項については、異論なく提供されることを確

認した。なお、便宜供与事項の法的根拠として日コ間の技術協力協定の存在を指摘したとこ

ろ、同協定内容を保障する法令を S ／ W 中で参照を加える旨要望がなされたため、これを

S ／W のⅦの表題に加えた。

具体的に EAAB 内でのオフィススペースや備品の提供、車両の提供等につき確認を行った

ところ、供与がなされる旨回答を得、実際に調査団オフィススペースとなる部屋が事前調査
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団員の執務室として提供されるなど、本格調査団の受入体制が整備されつつあることが確認

された。

（10）開発調査スキームの説明

本案件はボゴタ市上下水道公社をカウンターパートとする最初の開発調査であるため、開

発調査の概要、具体的進め方等については、十分説明を行った。特に、事前調査終了後本格

調査の開始前に至るプロセス等についても、十分説明を行った。

（11）安全対策

安全対策については、協議に先立ち、コロンビア事務所からも調査期間中の十分な安全配

慮を行い、南部地域等への立ち入りについては、事前に十分な協議を行うよう指示があった

ことから、先方に対し、本格調査団は JICA 安全対策ガイドラインに従い実査地点に立ち入れ

ない場合があることを説明のうえ、調査開始前の具体的なプロジェクトサイトの選定及び調

査期間中の安全配慮につき、先方実施機関が十分な関連情報を得、アドヴァイスを行うよう

求めたところ、先方は了承し、M／M に記載した。

1 － 7　世界銀行との意見交換

7 月 17 日には世銀本部を訪問し本件調査の概要を説明のうえ、「コ」国ボゴタ市に対する水分野

における同銀活動に係る実績の聴取、並びに本格調査における連携の可能性について協議を行っ

た。協議概要は以下のとおり。

（1）世銀はボゴタ市上下水道公社に対し 5 年間にわたる投資プログラムを実施中であり、最終ス

テージの段階にある。内容は上水道管網及び下水処理施設整備、組織制度の強化等であり、投

資規模は約 500 万米ドル。

（2）本格調査の実施にあたっては今年末に地方選挙が予定されているところ、EAAB 総裁の交

代によっても調査の継続性が確保されるよう留意する旨指摘。

（3）世銀側は本件調査が現在不明であるボゴタ平原の深層地下水ポテンシャルを把握し、利用

計画を策定する観点から意義は高いと思料する。本格調査時には JICA と継続して協議を行

い情報交換を行うとともに、技術移転セミナー等技術移転の実施に対し協力を行いたい旨表

明。

1 － 8　現地踏査報告

現地踏査は EAAB 企画部 Salazar 専門アドヴァイザー及び関連C ／ P も同行のうえ、既存浄水

場及び配水施設等に係る踏査を行った。
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7 月 7、8 日にはボゴタ川等の河川、貯水池、井戸等及び既存浄水場について踏査を行った。日

本（円借款）及びドイツの援助を得て建設された、Vitelma 浄水場では取水地から貯水タンクに至

る施設が整備され、自然公園の設立等を中心に周辺の自然環境に係る配慮もなされているように

見受けられた。既存施設の設備は自動制御となっており、定期的に施設リハビリを行うなど維持

管理体制についても良好な状態であった。特に、7,500 万 m3 に及ぶ貯水タンクは市街地の 3 か月

分の水を確保することが可能であり、水供給に対する危機意識の高さをうかがわせた。

7 ／ 12 には EAAB アレンジにより、ヘリコプターによる上空からの市内視察を実施した。ボゴ

タ川上流の水質環境については、先方説明によると比較的良好な状態であるが、下流付近では油

脂の漂流も見られ、都市排水の未整備等による水質汚濁が進行しているように思われた。

また、市北部及び中心部等にはコネヘラ湿地帯等貴重な生態系を有する自然資源が存在し、現

時点では比較的汚染は制御されつつある印象を受けた。しかしながら、湿地帯の周辺には不法居

住者の住居が散在し、未処理排水等の流入も見られることから、本件調査における環境現況調査

を可能な限り実施する必要性を感じた。一方、市南部の山岳沿いにはボゴタ市外から流入する貧

民層が居住する地区が点在し、市街地の高層ビル群とは明確な対比を呈していた。実際、南部地

区には強盗団あるいは殺人等の凶悪犯罪が多数発生しており、上空からも周辺地域の治安が不安

定である様子が見て取れたことから、本件調査の実施に際しては、安全対策に万全の配慮を行う

必要性があると思料された。
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第 2 章　 調査対象地域の概要

2 － 1　一　般

2 － 1 － 1　コロンビア共和国

コロンビア国は南アメリカの北端に位置し北緯 12 2゚7′46″～南緯 4 1゚3′30″、西経 66゜

50′54″～ 79 0゚1′23″にあり、中央アメリカのパナマ共和国と接するほか、ヴェネズエラ共和国、

ブラジル連邦共和国、ペルー共和国、エクアドル共和国に周囲を囲まれている。国の東西中央

部に南西－北東方向に連続するアンデス山脈を頂き、その西部はカリブ海と太平洋に面し、東

方はジャノと呼ばれる平原地帯になっている。アンデス山脈は 3 つに分かれて雁行し、ジャノ

はアマゾン川、オリノコ川の大平原へ続く。

このような地形に影響され、標高は 0m から 5,700m 以上に及び、気候は西部の海岸地域では

高温多湿の熱帯性、標高 1,000 ～ 1,500m の地域は 20℃前後の亜熱帯性、1,500 ～ 3,000m の地

域は常春の温帯性、3,000m 以上の地域は 1 日の気温の変化が大きい寒冷性である。

行政区は 1 特別市、23 州に区分され、首都はクンディナマルカ州内部に位置するサンタフェ・

デ・ボゴタ特別市である。同市の気象標準点は北緯4 4゚2′、西経74 0゚8′にあり、標高2,548m と

されている。

コロンビア国の面積は1,138,914km2、人口は35,886 千人（1993 年）に及び、主産品はコーヒー、

林産・水産品、石油製品、繊維・衣類品、石炭等であり、その他エメラルドを産することで有名

である。

2 － 1 － 2　調査対象地域

本事前調査の調査地域は、東部アンデス山脈と交差する形で南南西－北北東方向に伸張する

サンタフェ・デ・ボゴタ特別市（以後ボゴタ特別市と表す）の北端部のいわゆる“サンタフェ・

デ・ボゴタ市（以後ボゴタ市と表す）”と、コロンビア国のほぼ中央に位置するクンディナマル

カ州のうちボゴタ市に隣接する村地域である（図 2 － 1）。

本事前調査地域の面積は4,305km2、ボゴタ特別市の人口は 1993 年の国勢調査で631 万 4,305

人、クンディナマルカ州の人口は 186 万 803 人であるが、調査対象地域では近年 700 万人以上

に及び 2015 年ごろには 900 万人に達すると推計されている。
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③ボテイジョ川等

④エルビノ川

等があるが、それらの大部分は日本人がイメージする川とは程遠いものである。これらの河川は

傾斜のない平原に多数の湿原を形成され、湿原はボゴタ市とその周辺の貴重な遺産として配慮さ

れている。市町村の集落は湿原を避けるように形成され、近年、湿原に配慮した自転車道等を含

むエコシステム的な公園建設が計画されている。

2 － 3 地形、地質、水理地質

2 － 3 － 1　地　形

コロンビア国は西部あるいは北部から、地形学的に次の 5 つの地域に区分される。

①カリブ地域

②太平洋地域

③アンデス山脈地域

④東部－オリノキア平原地域

⑤アマゾン地域

アンデス山脈地域はコロンビア国の最高峰を形成し、その他の地域は山脈の両翼を構成する。

アンデス山脈地域は互いに北北東－南南西方向に伸張する“西部山脈地域”、“中央山脈地域”、

“東部山脈地域”の 3 つの山脈地域に細分され、それらは北北東上がりの雁行状に配列し、コロ

ンビア国の中央部を北北東－南南西方向に貫く。

これらを含むアンデス山脈地域の標高は 500 ～ 5,750m、その他の地域の標高は一般に 500m

以下である。アンデス山脈地域の標高 500m 以上の地域は急激に高度を増すため平面的な広が

りは比較的少なく、500m 以下の地域は緩傾斜であるため非常に広大な広がりを呈する。

調査対象地域が含まれるクンディナマルカ州の西側の州境界は、中央山脈地域と東部山脈地

域の境界になっているマグダレナ川沿いである。したがって調査対象地域は、東部山脈地域の

なかで西側の位置を占め、そのなかで“東部山脈2）”の西部山麓にあたる。山岳という感じが少

なく、北東－南西方向に延びる帯状あるいは盆状を呈する平原地帯である。一方で調査対象地

域の東部から更に東方へは急峻な山岳地形を呈し文字どおりの山脈となる。

2 － 3 － 2　地　質

調査対象地域の地質は、白亜系、第三系、第四系の地層で構成される。基盤岩は先カンブリ

ア系とされるが、調査対象地域周辺には分布せず、地下の構造も確認されていない。

調査対象地域は、原生代（先カンブリア紀）及び古生代に相次ぐ造山運動を受け複雑な構造を

1）“東部山脈地域”のなかで山岳地形を呈する地域を狭義の東部山脈と呼ぶ（“地域”を付記しない）。
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呈した後沈降し、白亜紀の初期には浅い海洋で覆われていた。この地域は次第に沈降の傾向を

強め、その沈降部を埋めた海洋堆積物の厚さは 1 万 6,800m に達したとされている。

白亜紀後期に海洋底は次第に後退を始め、古第三紀になるとそれまで海底であった地域の一

部は陸域となって石炭層となる堆積物の堆積が始まった。新第三紀早期の中新世には褶曲運動

や断層運動のためにそれらの堆積地域は更に上昇し、調査対象地域の地質構造の大枠が形成さ

れた（図 2 － 2）。調査対象地域は、鮮新世に至って安定期となり更新世に至るまで氾濫原及び

湖沼化した。湖底あるいは水底には、広域的には粘土の堆積が、局所的には砂の堆積が続き、そ

の年間の堆積層厚は 0.2mm 程度であったとされている。鮮新世から更新世に至る地層の全層厚

は現在までに確認されたもので平均 250 ～ 300m、厚い部分で 650m 以上に達しているが、第四

系の下限は完全には把握されていない。

調査対象地域の地質はこのような地史を反映した地層で構成され（表 2 － 2）、白亜系を実質

的な基盤として次のような地層が分布する。

①白亜系：Chipaque 層、Guadalupe 層群

②第三系：Guaduas 層、Cacho 層、Bogotá 層、Regadera 層、Usme 層

③第四系：Tilata 層 3）、Subachoque 層、Sabana 層

白亜系は、新第三紀中新世の褶曲運動や断層運動のためにブロック状に細分され（地塊化）複

雑な構造を呈している。第三系はそのブロックごとに異なった条件で堆積したため、連続性に

乏しく、層厚は地域によって様々である。第四系は安定期に氾濫原あるいは湖沼化した地域に

徐々に堆積したため、細粒物質に富み局所的に砂礫を伴う。

（1）白亜系

1）Chipaque 層

上部白亜紀の海成層である。明ないし暗色を呈する頁岩から成り、砂岩層を挟有し、局

所的に石灰岩を伴う。全層厚は 800m とされているが詳細は明らかではない。

2）Guadalupe 層群

帯水層として注目されている。上部白亜紀の海成層である。堅硬な脆い砂岩から成り、シ

ルト岩層及び粘土岩あるいは頁岩層を挟有する。全層厚は 750m とされているが詳細は明

らかではない。

3）Tilata 層については一般に第四系とされているが第三系とする意見もある。
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（2）第三系

1）Guaduas 層

上部白亜紀ないし暁新世の陸成層あるいは海成層である。粘土岩、頁岩から成り、砂岩

あるいは石炭層を挟有する。全層厚は 700m とされているが詳細は明らかではない。

2）Cacho 層

砂岩層を挟有するため、重要と思われるが連続性に乏しいためか、本案件では

Guadalupe 層群や後述の Tilata 層ほど話題になっていない。

3）Bogotá 層

帯水層としては注目されていない。上部暁新世ないし下部始新世の陸成層である。砂岩

やシルト岩と互層する雑色の粘土岩である。全層厚は 1,600m とされている。

4）Regadera 層

帯水層としては注目されていない。中部始新世の陸成層である。砂岩及び礫岩から成り、

粘土岩層を挟有する。全層厚は 450m とされている。

5）Usme 層

帯水層としては注目されていない。上部始新世ないし下部漸新世の陸成層ないし海成層

である。砂岩層を挟有する粘土岩である。局所的に褐炭を挟有する。全層厚は 300m とさ

れている。

（3）第四系

1）Tilata 層

帯水層として注目されている。下部Tilata 層及び上部Tilata 層から成り、下部 Tilata 層

は更に Tequendama 部層と Tibagota 部層に細分される。

（A）Tequendama 部層；下部 Tilata 層

固結した河川性砂礫である。局所的に（有機質）粘土層及びピート層ないし褐炭を挟

有したり、局所的に弱い構造運動の影響を受けている。

（B）Tibagota 部層；下部 Tilata 層

河川性砂礫である。局所的にピート層ないし褐炭を挟有する。比較的粗粒な層は強

い赤色や紫色を呈したり斑点を伴うことがある。Subachoque 谷ではこの堆積物は平坦

化された礫層で覆われている。局所的に弱い構造運動の影響を受けている。

（C）上部 Tilata 層

湖底あるいは河川性堆積物の複合体である。灰色あるいは緑色の（砂質）粘土、有機

質粘土、シルト、（粘土質）砂から成る。局所的にピート、礫、白色あるいは多色の珪

藻性粘土層を挟有し、局所的に弱い構造運動の影響を受けている。
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2） Subachoque 層

湖底あるいは河川性堆積物の複合体である。（砂質）粘土、有機質粘土、ピートから成り、

①（粘土質）砂層、②（粘土質）砂と礫層と互層をなす。河川性礫は大部分が“融氷流水堆

積物”源のものである。半鋭角の斜面堆積物は境界となっている丘陵の近くに挟在してい

る。

Guasca 谷ではこの堆積物は平坦化された礫層で覆われている。Rio Tunjuelito 層の一部

層である。

3）Sabana 層

湖底粘土から成る。堆積盆の外縁部に向かって有機粘土、ピート、砂質粘土、（粘土質）

砂の挟有物が増加する。Rio Tunjuelito 層の一部層である。

2 － 3 － 3　水理地質

本案件対象地域の地質は表 2 － 3 のようなもので構成され、そのなかで主要な帯水層はアミ

カケで示したTilata 層、Cacho 層、Guadalupe 層群である。第三紀のCacho 層の帯水層は既に

地下水開発が行われているうえ、分布が局所的で小規模であるため本案件の対象にはなり難く、

第四紀の Tilata 層は花卉園芸や工業用水として開発率が既に 97％に達し、一部で地盤沈下が生

じ始めているなど、新たな地下水開発の対象とするには問題がある。

白亜紀のGuadalupe 層群は Tilata 層に代わる次期帯水層として期待されているが、現在東部

山脈麓付近で地下浅所の一部分が確認されているにすぎず、ボゴタ平原中心部では Guadalupe

層群まで達した既存のボーリングが皆無に近いため（図 2 － 3、図 2 － 4）、Guadalupe 層群の構

造は不詳である。

そのため Guadalupe 層群の構造を明らかにして同層群の地下水資源開発可能量を明確にし、

ボゴタ市上下水道公社の水資源開発計画に資することが本案件の主な目標である。

ボゴタ平原の地質単元ごとの推理地質学的特性は表 2 － 3 のとおりである。
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これに対して、地下水利用では、第四紀層からの揚水可能量の 97％を既に利用しているとい

われるなかで、表 2 － 4 によるとその揚水量は全地下水揚水量の 39％に達している。

第四紀層からの揚水量が全地下水揚水量の 39％に達しているにもかかわらず、第四紀層への

涵養量が考慮されていないことは、地下水涵養量と地下水揚水量の計算基礎が異なっているこ

とになるため、計算基礎を近似させる必要がある、そのためには、地下水涵養量では“河川”を

除く 854 l /sec を、地下水揚水量では白亜紀層の 580    l /sec を比較する方が妥当であり、この比

較では地下水開発の可能性は残されている。

しかし、いずれにしても試算モデルの仮定が現実離れしたものになっているため、本格調査

ではGuadalupe 層群の構造を明らかにして水収支について詳細な検討を行うことが必要である。

そのためには、収集資料のⅠ＆Ⅱ“ボゴタ市上下水道公社（1999 年）4） ”、Ⅴ“ESTUDIO

HIDROGEOLOGICO EN LA PERIFERIA DE SANTAFE DE BOGOTA Y EN ALGUNAS

POBLACIONES CERCAS PARA ABASTECIMIENTO DE AGUA”、Ⅶ“PROYECTO；

Estudio Hidrogeológico Cuant i ta t ivo en la  Sabana de Bogotá”、Ⅹ“各種図面” 及びⅩⅠ

“ELABORACION DEL MODELO HIDROGEOLOGICO DE LOS ACUIFEROS DE SANTA FE

DE BOGOTA D.C.”等の資料の再検討が効率的であると思われる。

2 － 4　社会・経済

2 － 4 － 1　 社　会

1499 年コロンブスの航海に参加したアロンソ・デ・オヘーダがこの国を発見し、1717 年には

スペインのヌエバグラナダ副王領となったが、18 世紀後半から独立を求める民衆の活動が活発

化し、1810 年 7 月に民衆は独立宣言を行って副王を追放した。シモン・ボリーバルが 1819 年に

スペイン軍を破り同年 8 月に実質的な独立を達成し、同年パナマ、ヴェネズエラ、エクアドル

を包含する大コロンビア共和国が誕生したが、ヴェネズエラ、エクアドルが 1830 年に、パナマ

が 1902 年に大コロンビア共和国から分離独立し、これに伴ってコロンビア国は 1831 年に新グ

ラナダ共和国、1836 年にコロンビア合衆国、1885 年にコロンビア共和国と改名している。現在

コロンビア国では独立は 1810 年 7 月 20 日とされている。

アロンソ・デ・オヘーダがこの国を発見する以前には、インディオの首長国だけが存在して

いたが、スペインの征服後スペインとインディオの混血化が進み、さらに黒人奴隷とインディ

オの混血化も進行した。このためコロンビア国にはインディオ、メスティーソ、ムラート、白

人、黒人の人種が混在し、それぞれの比率は多い順にメスティーソ（43％）、白人（30％）、ムラー

ト（18％）、黒人（8％）、インディオ（2％）となっている。気候が温暖な山岳地帯や高原には白

人、かつて山地に追い込められたインディオ、メスティーソが住み、熱帯・亜熱帯性気候の低

4）INVESTIGACIONES HIDROGEOLOGICAS EN SANTA FE DE BOGOTA, D.C.* Revisión 1 & Revisión 2　
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地や海岸地域にはムラートと黒人が暮らしている。

これらの民族は比較的穏健な気質ではあるが、地勢の関係で各地域が孤立的に発展してきた

ため閉鎖的な面も持ち合わせており、地域によってかなりの違いが見られる。

一般的な傾向としては個人主義的な性向が強く、詳細な計画の下に組織的に業務を遂行する

ことには関心が低く、大枠のガイドラインに基づいて仕事をすることを好み、基本的な理念や

考え方については雄弁に議論する傾向があるといわれている。

コロンビア国の独立は植民地を新興した勢力の宗主国からの独立といった側面があり、その

ためコロンビア国の大衆意識には下から上への改革という民主的風潮が存在するといわれてい

る。

また、富の偏在に起因する貧困からの脱出願望や、平等社会の建設願望意識が大衆に存在す

るといわれる反面、エメラルド取引やコカインの地下経済構造等の影響で一種の拝金主義や価

値観、倫理観の麻痺などの社会現象があるといわれている。

コロンビア先住民の文化はインカ文明の影響を受けてはいるがインカ文明の中心地であった

ペルーからは辺境の地であったため影響力が弱かったことや、スペイン征服後のスペイン文化

と先住民文化や黒人奴隷文化との融合の影響が強かったことから、文化的にはスペイン的、宗

教的にはカトリック教的雰囲気が強く、ボゴタ市内には市街地の各所に多数のカトリック教会

が林立している。

東部山脈地域に位置するボゴタ特別市地域の人々はボゴターノと呼ばれ、コロンビア国の政

治と文化を担っていると自負し、中央山脈地域西側のアンティオキア地方の人々はアンティオ

ケーニョと呼ばれ、地場産業である工業、農業、金融経済に強く、そのため自地域の利益を優

先する姿勢が強いといわれている。

コロンビア国の人口は1993 年の国勢調査では35,886 千人、1985 ～ 1993 年の年間人口増加率

は 2.4％である。これに対してボゴタ市の人口は同国勢調査で 5,238 千人、1985 ～ 1993 年の年

間人口増加率は 3.3％、クンディナマルカ州の人口は 1,756 千人、1985 ～ 1993 年の年間人口増

加率は 2.3％である。

ボゴタ市上下水道公社が TEA コンサルタントに委託した“水需要に関するプロジェクト実践、

1999”によると、ボゴタ市の人口は 1994 年以後表 2 － 5 のように増加し、1999 年の人口を 624

～ 640 万人と予測している。さらに同表は西暦 2020 年までの人口予測を行い、2015 年には 839

～ 950 万人に達すると予想されている。
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2 － 6　水利用実態

ボゴタ特別市はクンディナマルカ州の東西中央部及び南北中央部以南に南北に細長い地域を占

める（図 2 － 1）。両市県が占める面積はそれぞれ 1,732km2 及び 2 万 2,623 km2、人口は 1993 年の

国勢調査によるとそれぞれ 631 万人及び 1,860 万人である。

一般にボゴタ市といわれる地域は上記のボゴタ特別市の北部を意味し、ボゴタ特別市全面積の

50％程度の部分を占める。本事前調査で述べる“ボゴタ市”の語句はこの地域を意味する。

本項では調査地域の水利用実態を給水サービスの観点から歴史的に振り返り、ボゴタ市上下水

道公社の給水サービスの展開を振り返るとともに公社の今後の水利用方針を明確にする。さらに、

本項末尾に本事前調査で収集できた各給水施設と給水の状況について記載する。

2 － 6 － 1　ボゴタ市の発展

ボゴタ市上下水道公社が関係するボゴタ市経済圏地域には、ボゴタ市地域にクンディナマル

カ州の 15 の町村が含まれる。ボゴタ市を含むこの地域の人口は近年 700 万人以上に及び、2015

年ごろにはボゴタ市の人口だけで 900 万人に達すると推計されている。

ボゴタ市上下水道公社が関係するボゴタ市経済圏地域には、ボゴタ市にクンディナマルカ州

の15 の町村が含まれ、ボゴタ市を含むこの地域の人口は近年 700 万人以上に及び、2015 年ごろ

には 900 万人に達すると推計されている。

ボゴタ市は、現在のボゴタ市南部といわれる東部山脈山麓及び丘陵地域を中心として発展を

始め、次第に平原地形の北方に発展したため都心部は次第に当初の中心地より北方へ移動して

きた。近年更に北方への発展が予想される反面、都心に残された湿地保護等を含む環境保護の

観点から北方への発展が環境庁によって規制される傾向にある。南部地域の再開発的な構想も

想定されているが、南部地域は治安の問題や、地勢的に山麓部から山地に至る地域であるため

給水サービスの観点からの問題が残されている。

給水サービスは、ボゴタ市の発展に関連して現在のボゴタ市南部を中心に始められ、市の発

展とともに北方へ展開されてきたが、近年更に北方あるいは南部への都市開発計画の構想の成

り行きに合わせて、将来の給水サービス展開の諸政策が検討されている。

2 － 6 － 2　ボゴタ市の給水サービスの展開

ボゴタ市及び周辺地域の現在の給水サービスは図 2 － 8 のとおりである。これらの展開は次

のように行われた。

ボゴタ市の給水サービスは、1900 ～ 1950 年には現在のいわゆるボゴタ市の南部地域に近接す

る地域で、小沢同様のサンクリストバル川（ボゴタ川支流、フチャ川の上流にある根無し川8）及

8）現在はボゴタ川支流、フチャ川、サンクリストバル川は、河川工事により連絡されている。



─ 37 ─

びボゴタ川の支流であるトゥンフェロ（トゥンフェリート）川にあるレガデラダムを水源とする

ヴィテルマ浄水場（クンディナマルカ州）を中心とした給水サービスが行われた（1.1m3/ 秒）。

ボゴタ市の北方への発展に伴い水の需要を補うため、1950 年ごろボゴタ市の北北東、ボゴタ

川の湾曲部とその支流のテウサカ川に挟まれた地区のティヴィトゥック （ティビト；クンディ

ナマルカ州） にティヴィトゥック浄水場が建設され（5m3/sec；旧称ボゴタ浄水場）、その後第二

期工事により給水能力が倍増されている（10.5m3/sec）。

ティヴィトゥック浄水場の能力では給水の全需要を賄いきれなかったため、1970 年ごろ広域

的な表流水資源調査が実施されるとともに、1975 年にボゴタ平原東壁を形成するボゴタ市東方、

東部山脈の更に東方にチンガサダムが建設された。ダムの貯水は送水トンネルを介して東部山

脈の東方山麓に建設されたウィエスナー浄水場に送水され、浄水処理されたあと更に東部山脈

の送水トンネルを介してボゴタ市の中北部に給水サービスが開始された（14 ｍ 3/sec）。

その後 1997 年にチンガサダムからウィエスナー浄水場への送水トンネルの一部が崩落を起こ

し、ボゴタ市への給水サービスが緊急状態に陥ったため、これを機会に緊急時の水源の確保が

検討され、その対策の 1 つとしてウィエスナー浄水場に隣接してサンラファエルダムが建設さ

れた。以後チンガサダムからウィエスナー浄水場への送水の余剰分と、テウサカ川の上流の流

水がサンラファエルダムに貯水され（テウサカ川は下流でティヴィトゥック浄水場の臨時の水

源としても使用されている）、チンガサダムからの送水が不可能になった場合の水源として利用

することになっている。

また、局地給水が可能で送水距離が短いことが有利な地下水を利用した給水計画も検討され

始めた。

このほかヴィテルマ浄水場の代替えとして、南部地域対策を対象にしたエルドラド浄水場が

現在建設中であり、レガデラダムの第二期工事を前提としてエルドラド浄水場の第二期工事も

計画されているものの、それぞれの第二期工事着工の目途は立っていない。

近年、ボゴタ市の更に北方あるいは南部への都市開発計画が検討されるに至ったが、それら

の計画進行の立ち遅れからボゴタ市西方への都市拡張をも検討する必要が生じており、給水サー

ビスはボゴタ市の北方、南部、西方へのいずれの拡張をも考慮した柔軟な給水サービス計画の

必要性を抱えている。

これらの地域はボゴタ市とクンディナマルカ州の隣接する 15 町村に及ぶ。従来それらの各町

村独自で行ってきた給水サービスは、1997 年ごろから設立され始めてきた独立採算性の各上下

水道公社に移管されつつあるが、各上下水道公社の設立はまだ全 15 町村には及んでおらず、ま

た、設立が完了した町村では取水量や技術的な問題、採算性の問題からボゴタ市上下水道公社

から送水及び技術的な面で支援を受けている。

このような状況の下に、クンディナマルカ州の各町村自治体には、給水サービスをボゴタ市
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上下水道公社に移管したいとする意向が出始めた。これらの 15 町村は北方から南方に、

Gachancipá、Tocancipá、Sopó、La Calera、Zipaquirá、Cajicá、Tabio、Chía、Tenjo、Cota、

Funza、Madrid、Mosquera、Soacha、Fontibón である。

Funza, Madrid の北西方 15km に位置する Facatativá は、上記 15 町村に含まれず、現在は表

流水と地下水による独自の給水サービスを行っている。しかしボゴタ市の西方は一般に表流水

の確保が難しいうえに水質が悪く、表流水を利用する場合でも平坦地であることから浄水のた

めの取水にポンプによる揚水を必要とするため、給水コストが高くなり運営が困難に陥る危険

性を含んでいる。

2 － 6 － 3　ボゴタ市上下水道公社の今後の水資源確保

ボゴタ市の人口は、西暦 2015 年には 839 万～ 950 万人に達すると予想され、また、事前調査

地域の全面積 4,305km2 の地域の人口は 900 万人以上に達すると推計されている。

現在のボゴタ市上下水道公社の給水総量は表 2 － 8 に示すように 131.5m3/sec である。これ

を事前調査地域の 2015 年の最小予想人口、900 万人を対象にすると 1 人当たり 146 l /day の給

水量、ボゴタ市の人口 950 万人を対象にすると 138 l /day の給水量である。

この給水量は都市部としては小さく、ボゴタ市上下水道公社が提示する原単位 160  l/ 人 /day

にも及ばない。さらにボゴタ市上下水道公社やボゴタ市政府が最も懸念している“チンガサの

危機（後述）”で経験した“給水サービスの緊急事態”や国内紛争等による類似の緊急事態を考慮

すると、新規の水源を早急に確保する必要がある。

この点についてボゴタ市上下水道公社は、大きな規模の河川がないボゴタ平原では、河川か

らの取水の影響は都心部に点在する湿原の縮小、消滅の危険をはらんでいるうえ、河川は既に

黒色有機汚染を受け、異臭を伴い、地域によって重金属汚染を受けているため河川水の利用に

は限界があると考え、今後の水資源確保について次のような種々の試案を検討中である。

①チンガサダム（ウィエスナー浄水場？）の給水量拡大

②レガデラダム（ボゴタ川の支流トゥンフェロ川）の第二期工事

③地下水利用

①チンガサダムの給水量拡大案では、現在の送水量 14m3/sec を 20m3/sec に改善するもので、

②レガデラダムの第二期工事案は、現在の 1m3/sec の給水能力から 2m3/sec の能力に改善するも

の、③地下水利用案は、前二者の方法では次第に給水サービス網の給水距離が拡大してきてお

り、送水距離が 70km にも及ぶ地域が生じるため局地開発をめざすものである。この給水シス

テムの利点は、送水距離が短いため漏水によるロスが少なく、維持補修管理が容易で投資コス

ト、運転コスト、給水コストが安価であること等である。

ボゴタ市上下水道公社では上記の 3 つの水資源確保の手法について、今後の北方、南部、西
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方への都市開発の成り行きを想定した投資効果を評価し、更に効率的な給水サービスについて

検討を行っている。それによると、それぞれの案に次のような問題が残されている。

①チンガサダムの送水量拡大案では、水源への 1m3/sec 当たりの投資コストが最も安価であ

り現段階では最も現実的であるが、給水距離が 70km 以上にも及ぶ地域が生じるため送水施

設、漏水対策等を含む給水コストがかさむ。

②レガデラダムの第二期工事案では、南部地域を含む諸地域への送水距離は短いが、①案で

14 m3/sec から 20 m3/sec に 6 m3/sec の給水改善を行う投資に対して、本案では 1m3/sec か

ら 2 m3/sec に 1 m3/sec の給水改善を行うのに①案より多くの資金を要し、更にレガデラダ

ムが平原にあるため浄水施設へのポンプアップ等運転コストがかさむ。

③地下水利用案では、水源を身近に確保でき送水管敷設等の投資コスト、運転コスト、給水

コストが安価であるが、これまでに開発されてきた第四紀層の地下水の利用が極限に達し

ており、更に下位の白亜紀層の帯水層についてはその構造や、同層中の地下水に関する情

報が乏しい。

ボゴタ市上下水道公社では、数年前から最も情報が少ない③案について、水収支を無視した

地下水開発は行わないとの方針から、1992 年から主に地下水に関する既存資料の整理と初期解

析を開始し、1999 年から前述のワーキンググループ等を編成して資料編纂を行い、本年 3 月に

それらの結果を総合したセミナーを開催した（図 2 － 9）。

その結果、同公社は第四紀層より下位の地下水に関する情報は乏しく、さらに、既存資料の

資料集積が可能であった地域や解析が可能であった地域の広がりは、地下水開発計画の策定に

は十分ではなかったとの判断から、近日中に管井掘削による深部地下水調査を開始するととも

に、国外からの支援に対して、上記の初期解析手法の再検討と適切な調査地域の設定（図 2 －

10）、第四紀層の地下水利用による環境への影響調査、第四紀層下部及び白亜紀層の構造把握、

物理探査方の実施と解析、広域水収支に関する調査の手法の選定、より深部への管井掘削技術

の技術供与、それらの解析作業及び地下水開発計画指針策定等に関する技術指導について期待

している。
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2 － 6 － 4　ボゴタ市及び周辺地域の水資源開発に関する問題

ボゴタ市及びその周辺の水資源に関する問題は、諸産業の水資源利用（表流水、地下水の両資

源）による環境負荷の問題と飲料水の確保に関する問題である。

ボゴタ市及びその周辺のなかで、ボゴタ市の東部は東部山脈と呼ばれる山岳地帯に属し、南

部は東部山脈の山腹あるいは丘陵地帯に、中部地域及び北部地域といわれる地域はいわゆるボ

ゴタ平原といわれる地帯に属する。

ボゴタ平原には貴重な環境資源として都心部に分布する湿原が多数点在する。ボゴタ市中西

部の飲料水工業等による地下水利用や、中北部の花卉・牧草灌漑等のための地下水及び表流水

利用によるこれらの湿原の縮小化、地盤沈下による湿原の拡大化、北部地域の皮革工業による

河川の汚染、ボゴタ川の有機質汚染（黒色化、含メタンガス等）などが問題化している。

第四紀層中の地下水開発は限界に達したともいわれており、ボゴタ市上下水道公社はこれら

の問題を考慮しつつ、既に述べたような今後の水資源確保の諸方策を INGEOMINAS、DAMA、

CAR 及び大学で構成するグリータス（GRITAS）と呼ばれるワーキンググループを結成して検討

している。

2 － 6 － 5　ボゴタ市及び周辺地域の給水施設と給水状況

ボゴタ市の給水サービスに利用されている浄水施設は、すべて同市に近接するクンディナマ

ルカ州内にありボゴタ市内にはない9）。それらの給水施設は、現在稼働中の 3 か所の浄水場と 3

か所のダム及び 1 か所の建設中の浄水場である。これらの施設からボゴタ市及びクンディナマ

ルカ州のうちボゴタ市周辺の 15 市町村へ給水されるが、それらの町村のうちフンサ町には独自

の浄水設備があり、不足分についてボゴタ市上下水道公社から供給を受けている。

その他、上記の 15 市町村に含まれないファカタティバ町では、地下水と表流水を利用した浄

水施設があり、フンサ町上下水道公社によって独自に給水サービスが行われている。

以上の給水状況は表 2 － 8 及び前出の図 2 － 8 のとおりである。

9）EAAB 談、しかしヴィテルマ浄水場はボゴタ市内とも考えられる（図 2 － 9）。
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現在は同川の流水が枯渇した場合にはサンラファエルダムから供給を受け稼働している。

供給量が十分でないことや水圧が十分でないなど施設が老朽化してきたため、ボゴタ市

上下水道公社ではヴィテルマ浄水場に代わるものとして、2001 年の完成を目途に後述の

レガデラダムから取水するエルドラド浄水場を建設しており、当初はヴィテルマ浄水場

と同規模で稼働する予定が組まれており、これが竣工するとヴィテルマ浄水場からウス

メ地域への給水は中止される。エルドラド浄水場はレガデラダムの第二期工事の完成を

待って最終的には処理能力 2m3/sec になる計画であるが、レガデラダムの第二期工事の

目途は立っていない。

ヴィテルマ浄水場の当初処理可能量は 2m3/sec（17.0m3/day）であるが、現在 1.1

m3/sec （9.0m3/day）の処理しか行われていない（表 2 － 8、1；San Rafael Dam）。

（B）ティヴィトゥック（ティビト）浄水場

ティヴィトゥック浄水場はヴィテルマ浄水場の北方 40km に位置する。ボゴタ川の南岸

とその支流テウサカ川の北岸に挟まれた地域のボゴタ川河岸にあり、1950 年代にボゴタ

市の北方への発展に伴って建設された。当初はボゴタ川浄水場と呼ばれ、現在はティヴィ

トゥック（ティビト）浄水場と呼ばれている。当初の処理能力は 5m3/sec であったが、後

に第二期工事で 10.5m3/sec に改善されている。主にボゴタ川を水源とし、ボゴタ川から

の取水量が十分でない場合にテウサカ川からも取水する。

リハビリテーションの時期に達したのを機会に、フランスのCampania Aqua de Pariss

（CAP）が 1998 年 3 月に 20 年間の契約でコンセッションを得て、浄水施設約 3,500 万米

ドル、導水トンネル等約 3,000 万米ドル、合計 6,500 万～ 7,000 万米ドルを投資して 3 年

間のリハビリテーションを実施中で、現在その 80％程度を終了している。取水口に続く

沈殿池は 2000 年 8 月に初めての浚渫が行われる予定で、現在隣接地域に 6 万 m3 の浚渫

物乾燥用の乾燥池を建設中である。

この浄水場では、ボゴタ川上流の皮革工業による重金属汚染が最重視点となっている。

ボゴタ市上下水道公社は、CAP 社から処理後の水を同公社が引き取りボゴタ市中北部

に給水を行うという形式上のシステムをとっている。

（C）ウィエスナー浄水場

ティヴィトゥック浄水場でも給水サービスが十分ではなくなったため、ボゴタ市上下

水道公社は 1970 年代に地表水に関する大々的な調査を行って水源としてチンガサダムを、

浄水施設としてウィエスナー浄水場を計画し 1975 年に完成した。チンガサダムはボゴタ

盆地東壁を形成する東部山脈の更に東方 30km ほどの位置にあり、同ダムからトンネル及

びパイプを介して東部山脈の東方山麓にあるウィエスナー浄水場に取水している。チン

ガサダム周辺は立入禁止の自然公園内であるため、同ダムの水質が非常に清浄であるこ
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とから、ウィエスナー浄水場には通常の浄水場で見られる硫酸アルミニウム添加施設に

後続する沈殿池がなく、直接、硫酸アルミニウム添加水を砂・礫・活性炭等で構成される

フィルター施設で処理している。

本案件を創案するきっかけとなった“チンガサの危機”とは、チンガサダムからウィエ

スナー浄水場への送水トンネルの一部が崩壊したことによって、ウィエスナー浄水場へ

の送水が停止したためボゴタ市への給水が困難に陥ったことを述べたものである。これ

を機会に緊急時の水源確保の必要性が叫ばれ、ウィエスナー浄水場の隣接部にサンラファ

エルダムが建設され、さらに、長い送水距離を必要としない地下水開発の重要性が再確

認された。

ウィエスナー浄水場ではチンガサダムからの取水量の一部を場内の取水池で取水し、残

余分及びテウサカ川からの取水をサンラファエルダムに貯水しており、サンラファエル

ダムはチンガサダムからの送水施設の点検時期や緊急時には、チンガサダムに代わって

ウィエスナー浄水場の“水源”の役割を果たす。

ウィエスナー浄水場の処理水の一部はボゴタ盆地の東壁を貫く送水トンネルによって

ヴィテルマ浄水場へも補給用水として送水されている。

チンガサダムからウィエスナー浄水場を経てサンラファエルダムに供給される取水量

は表 2 － 8、地域名“1； San Rafael Dam”の行に示すとおりである。ウィエスナー浄水

場の処理可能量は120.0m3/day であるが、現在は95.0 m3/day の処理量にとどまっている。

（D）エルドラド浄水場

エルドラド浄水場は 2001 年にヴィテルマ浄水場の代替浄水場として、南部貧困層地域

であるウスメ地域を給水対象として竣工する。ボゴタ川の支流トゥンフェロ川のレガデ

ラダム（106m3）を水源とし、ヴィテルマ浄水場からウスメ地域への現在の供給量と同程

度の規模で稼動されるが（700   l / sec； 6.0 万 m3/day）、レガデラダムの第二期工事が終了

する時点で 1,600  l /sec （13.8 万 m3/day）の規模とする計画があるものの第二期工事の目

途は立っていない。

（2）周辺地域の給水施設（クンディナマルカ州）

ボゴタ市周辺地域の給水施設は、フンサ町上下水道公社の地下水とボゴタ市上下水道公

社からの補給、ファカタティバ町上下水道公社の表流水及び地下水の浄水場である（表 2 －

8）。

（A）フンサ町上下水道公社（EMAAF）の給水施設

ボゴタ市の北東方 20km、ボゴタ川の西岸に位置するフンサ町では、フンサ町地方自治

体がスワチョケ川の支流を水源として給水サービスを行っていた。1995 年にフンサ町上
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下水道公社が設立され、引き続きスワチョケ川の支流を公社の敷地内で取水していたが、

近隣の花卉栽培への地表水及び地下水の利用が増大したため流水が見られなくなり、フ

ンサ町上下水道公社は 1998 年に公社敷地内に管井を掘削し、以後は地下水及びボゴタ市

上下水道公社からの補給による給水サービスに切り替えている。

管井は敷地内に掘削されており、孔径 6 インチ、深度 610m、静水位 42m で、帯水層は

第四紀層の基底をなすTilata 層である。深度 435 ～ 595m 間に 17 か所、総延長 155.50m

のジョンソン型ステンレススクリーンが設置され、対象人口 6 万人に対して、最大利用

時には最大揚水量の 120  l /sec（1.04 万 m3/day）の揚水を、通常時には 80  l /sec（0.69 万

ｍ3/day）の揚水を行い、その他ボゴタ市上下水道公社から 50  l /sec（0.4 万 m3/day）の補

給を受けている。管井からの揚水時間は通常 1 日 16 時間に定められており、管井の比湧

出量は 960 m3/day/ 人である。

本管井の地下水は鉄分が高いため地下水はいったん高架タンクに貯水されたあと、同

タンクの下位に設置されているばっ気塔を自然落下したあと浄水処理が施される。浄水

施設は現在コンクリート製の小規模な沈殿槽であるが、鋼鉄製の大型のものに切り替え

る作業が進められている。

（B）ファカタティバ町上下水道公社（EAAF）の給水施設

ファカタティバ町にはファカタティバ町上下水道公社が設立され、互いに近接したガ

ティージョ浄水場及びドスカミーノス浄水場の 2 浄水場から同町の人口 10 万人を対象に

給水サービスが行われている。この町は現在はボゴタ市上下水道公社からは技術的な支

援を受けているだけで、送水等の支援は受けていない。

ガティージョ浄水場はボテイジョ川の表流水と管井から得られる地下水を水源とし、同

川の水が少なくなる 7 ～ 10 月ごろには管井からのみの取水を行っている。本事前調査時

（2000 年 7 月）には 4 つの管井が利用されていた。井戸はファカタティバ町内に分散して

7 つあり、そのうちエルビノにある管井からは近接するドスカミーノス浄水場へも送水さ

れている。ドスカミーノス浄水場はこの管井からのみ地下水の供給を受けている小規模

な浄水場である。

それぞれの浄水場の取水状況は表 2 － 8 に示したとおりである。

ガティージョ浄水場へ給水するマナバンカポンプ場の管井は北緯 04 4゚7′50″、西経

74 2゚1′07″に位置し、施設は敷地が広いことや建設後の時間が長いこともあってフンサ

町のものより整えられている。孔径 6 インチ、深度 427m、静水位不明、帯水層は第四紀

層の基底をなす Tilata 層である。本管井は深度 258m 以下にジョンソン型ステンレスス

クリーンが設置され（総延長は不詳）、本管井からは 35  l /sec（0.30 万 m3/day）の揚水が

行われており、全管井からは対象人口 10 万人に対して 183  l /sec（1.58 万 m3/day）の給
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水が行われている。通常時の揚水時間は 9：00 ～ 21：00 の 1 日 16 時間に定められてい

る。

ガティージョ浄水場が利用するボテイジョ川の流水は pH が 6.5 程度でNH4 が検出され

るなど表流水汚染の傾向が見られる。一方で管井の地下水は pH が 7.31 ～ 8.50 程度で河

川水より高く、ファカタティバ町の管井と同様に鉄分が高いため EAAF では鉄分除去に

努力しており、ガティージョ浄水場ではすべての管井からの地下水を場内でばっ気用高

架塔に取水し、自然落下させた後浄水を行っている。ドスカミーノス浄水場でもエルビ

ノの管井からの地下水を自然落下を利用した“ばっ気装置”で取水し、以後の処理を行っ

ている。

2 － 7 地下水利用実態

調査対象地域の給水事業に占める地下水利用の状況は表 2 － 9 に示すとおり小さいが、農業セ

クターや工業セクターでは第四紀層からの地下水を花卉・牧草灌漑や飲料水、工業用水等へ大規

模に利用しており、そのため第四紀層の地盤沈下の問題が指摘され始め、第四紀層中のこれ以上

の地下水開発の危険性や地盤沈下のモニタリングの必要性が指摘されるとともに、第四紀層から

の地下水開発の是非について検討が行われた。そのためこれまでの経験から、第四紀層の下位に

第三紀層を介して存在する白亜紀のファカタティバ層群からの地下水開発が地質構造と水理地質

条件等から有利であると判断され、今後の地下水開発計画では白亜紀層の構造解析が再重要であ

るとされている。

現在ボゴタ市上下水道公社をはじめとして、水セクター関連機関が各種資料の相互利用を検討

し、GRITAS（グリータス）と呼ばれるワーキンググループを編成している。

本事前調査では農業セクターや工業セクターの水利用状況を把握していないが、第四紀層の地

下水は既に 97％（376 l/sec； 3.25 万ｍ3/day）が利用されているとされており、これ以上の第四紀

層中の地下水の利用は避けなければならない状況にある。本格調査の段階で地下水の利用状況と

地盤沈下の関係、地下水の水質の関係、地質構造、特に第四紀層の下底深度と白亜紀層の帯水層

の状況を詳細に把握する必要がある。現在では第四紀層及び第三紀層に各 1 層、白亜紀層に 3 層

の帯水層が知られているが、白亜紀層については東部山脈の山麓付近に関する情報しかない。

以上のような状況のため、コロンビア国側は第四紀層からの地下水の取水を避け白亜紀層の地

下水開発を検討すべきであるとし、地下水水利用の観点から第四紀層中の地下水利用と地盤沈下

の関係を明確にして、地下水過剰揚水による湿地帯域の縮小防止と地盤沈下による湿地帯域の環

境変化等をコントロールする必要があることからモニタリングを計画している。
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第 3 章 　コロンビア国の地下水開発・給水事業における組織・体制・制度

3 － 1　行政・組織

コロンビア国の国家機構は図 3 － 1 に示すように行政、立法、司法の 3 部門から成っている。行

政部門には下記の 16 省があるが、本件のC ／ P 機関はボゴタ市に属する上下水道公社（EAAB）で

ある。

（1）Ministry of Agriculture and Rural Development：農業地方開発省

（2）Ministry of Communications：逓信省

（3）Ministry of Culture：文化省

（4）Ministry of Economic Development：経済開発省

（5）Ministry of Environment：環境省

（6）Ministry of External Commerce：貿易省

（7）Ministry of External Relations：外務省

（8）Ministry of Finance and Public Credit：大蔵省

（9）Ministry of Health：厚生省

（10）Ministry of the Interior：内務省

（11）Ministry of Justice and Law：法務省

（12）Ministry of Labor and Social Security：労働省

（13）Ministry of Mining and Energy：鉱山エネルギー省

（14）Ministry of National Defense：国防省

（15）Ministry of National Education：文部省

（16）Ministry of Transport：運輸省
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3 － 2　実施機関の組織・運営

3 － 2 － 1　背　景

ボゴタ市上下水道公社は、サンタフェ・デ・ボゴタ議会において 1955 年 105 号合意に基づい

て創設された。1995 年の第 6 号合意により地方レベルの公社へと変容した。現在約 2,400 人の

職員を有し、予算規模は 6 億 4,600 万ペソ（1998 年）である。同公社は、法人としての資格と自

主経営及び私有財産を備え、住宅への公共サービスを提供しており、サンタフェ・デ・ボゴタ

首都圏の管轄地域並びに近隣の市に水道、下水道サービスを提供している。

3 － 2 － 2　ボゴタ市上下水道公社の主な任務

ボゴタ市上下水道公社の主な任務は、

・飲料水を確保・保管・処理・輸送・給水すること。

・諸規則に定められた基準・条件において排水を収集・運送・処理及び処分すること。

・管轄域内の雨水排水を処理すること。

・公社の業務に関連した分野での調査及び技術開発を促進すること。

である。EAAB は現在ボゴタ市の 98％約 620 万人の住民に水道サービスを提供し、更に近隣各

市の約 60 万人にもサービスを提供している。

地下水関連の業務としては、同公社が開発計画策定、調査の実施、観測施設の建設・維持管

理、地下水のモニタリング活動を担当している。図 3 － 2 にボゴタ市上下水道公社の組織図を

示す。

3 － 2 － 3　地下水開発に係る関係機関

地下水関連条例の策定、生産井の設置・使用の許認可、並びに届け出後の管理はボゴタ市の

場合は市環境局（DAMA）が、周辺都市の場合はクンディナマルカ州公社（CAR）の所掌となる。

ただし、CAR は 3 － 3 節に示すように、地下水のモニタリング活動を一部実施している。

また、INGEOMINAS は地質学、地球物理学等に関する国の研究機関であり、地質構造に関す

る調査・研究のほか、石油・鉱物等の資源探査等を行っている。本年までボゴタ市における地

下水開発に係る調査（ボゴタ水文地質）を EAAB と共同で実施してきており、調査の企画立案

から調査結果の共有まで密接に関係している。担当者間の意見交換や役割分担など連携体制も

整っている。
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3 － 2 － 4　水関連の制度

（1）地下水関連法

地下水に関する法律としては以下のようなものがある。

Decreto （大統領令） 1541 1978

Ley （法律） 0373 1997

Resolución（DAMA 規則）0250　 1997　 下水使用料金の算出

Resolución（DAMA 規則）0251　 1997　 井戸の登録期間

Resolución（DAMA 規則）0815　 1997　 井戸水量計の設置

Resolución（DAMA 規則）1219　 1998　 地下水利用料金の支払い（1998/9/30

より）

Decreto（大統領令）1541（1978）は、公共利用水の定義からその使用手続きの形態が規定

されている。そのうち、第 4 条では公共所有水と民間所有水の区分に触れており、第 5 条にお

いてその公共用水の定義がなされている。それによると自然河川、人工河川、湖沼、地下水、

雨水等が公共用水とされている。また第 6 条では民間所有水の定義があり、同所有地内にお

ける地表水は 3 年間継続して利用していれば民間所有とされるようである。

次にLey（法律）0373 （1997）では、冒頭に「水の効率的利用と節水のためのプログラム」を定

める法律とあり、すべての地域や市の環境計画にはこの「水の効率的利用と節水のためのプログ

ラム」を含むことが義務づけられ、地域自治公社や市の環境当局が承認することとされている。

（2）地下水使用許可証

上記のようにコロンビア国では地下水は公水とされており、私水として無秩序に地下水

を使うことはできない。井戸の設置並びに使用許可はクンディナマルカ地域自治公社又は

ボゴタ市環境局への届け出、承認が必要である。しかし、実際には無届けの井戸があるほ

か、届け出だけで比較的安易に井戸が建設されているようである。これらの機関の人員も

不十分なため、届け出後の管理が十分なされていないとの指摘が聞かれる。また、1998 年

から実施されている地下水利用料金の徴収も流量メーターが設置されている井戸のみであっ

て、現在は井戸所有者にメーターの設置のキャンペーンを実施している段階であるという。

（3）井戸構造に関する指導

井戸構造（深度、口径、スクリーン等）を規定する法律はないようであるが、地下水汚染

を防ぐために、井戸建設届け出の時点でその地点での汚染状況に合わせて深度 5、10、20m

までシーリングをするように指導している。しかし、実際の施工に関しての検査は実施さ

れていない。
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3 － 4　既往及び関連計画・調査

現パストラーナ政権は、国家開発計画（「平和構築のための変化（1998 ～ 2002 年）」のなかでコ

ロンビア国が平和裡に発展するためには、諸々の社会的暴力や不公正を解消する必要があり、そ

の前提として社会的組織基盤を再生、強化することが重要と指摘している。

さらに同政権は、コロンビア国における破壊的な武装グループの活動に終止符を打つため、暴

力的行為を引き起こす主要な原因を根絶すべく「プラン・コロンビア」という総合的・包括的政策

を決定した。

プラン・コロンビアは政府の政策の要であり、地方政府と複数の組織が協力して運営していく

代替政策という一連のプロジェクトから成っている。その目的は、和平基金を通じて社会開発の

ために国内外の特別な投資プロジェクトを推進し、暴力の害を被る地域（不法栽培が行われる地

域）における代替作物プログラムを実施し、また、合法的作物の市場アクセスを改善して貧困の

解消に資すると同時に、和平交渉の進展に寄与する良好な環境をつくりあげることであるとされ

ている。

地方レベルで見ると、首都圏拡張計画（1998 ～ 2015 年）という都市計画をボゴタ市側にて策定

している。また、今年になってPOT――土地開発計画（2000 ～ 2030 年）が承認された。このなか

で、修正された都市計画とともにマクロレベルでの投資計画を示している。セクタープランとし

ては「首都圏飲料水供給マスタープラン」がある。このマスタープランのなかの地下水分野につい

てボゴタ市上下水道公社では「ボゴタ平原地下水開発計画調査（2000 ～ 2015 年）」を計画してお

り、公社と INGEOMINAS を中心として既に一部は実施されている。それら調査の経緯について

は以下のとおり。

1994 ～ 1997 年：首都の南西・南東・北東部の地下水開発F ／ S、ボゴタ平原内の市町における

プレ F ／ S。地下水調査・開発計画案策定。

1997 年：「地下水調査のためのマスタープラン」がアルゼンティンの支援で作成され、国立地質

鉱物科学研究所による改正を経て完成した。

1998 年：地下水開発の経済的側面を検討するため「地下水料金に関する調査」が実施された。

1999 年：Hidrogeocol 社に「ボゴタ市水文地質」を発注した。本年秋に完成予定。

国立地質鉱物科学研究所とは「ボゴタ平原における水文地質調査におけるアイソトー

プ技術の応用」が 2001 年 4 月までの工期で契約された。

「ボゴタ市水文地質」に関しては 2000 年 3 月 9 日にボゴタ市上下水道公社主催でシンポジウムが

開催され、主要な調査結果は報告されている。

本件調査は「ボゴタ市水文地質」の実施プログラム（要請書を参照）に沿い、継続して同調査に

て不備を指摘された点（井戸データの不足、地層構造等）を検証・補足し、調査対象地域を地下水

盆全体に拡大して実施することが望まれている。すなわち Facatativa、Zipaquira 等を含む北側の
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は把握されていない。ボゴタ市上下水道公社が中心となって国立地質鉱物科学研究所、ボゴタ

市環境局、クンディナマルカ地域自治公社、国立大学の協力の下に 1999 年から 2000 年にかけ

て実施した「ボゴタ平原水理地質調査」はボゴタ市街地の約 710km2 のみを対象としたものであ

る。

その結果によると、

涵養量：白亜系 583 l /sec

第四系 271 l /sec

河　川 15 l /sec

合　計 869 l /sec

揚水量：白亜系 580 l /sec

第四系 376 l /sec

合　計 956 l /sec

河川流出： 0 l /sec

となっており、水収支バランスが崩れている、すなわち過剰揚水の状況になっていると指摘し

ている。しかし、揚水量の還元分を考慮していないこと、涵養量を少なく見積もっている、揚

水量の把握が不十分である、境界条件の詰めが甘いのではないか等の不満も指摘されており、こ

の調査で得られた地下水モデルに関しては必ずしも良い評価がなされていないように感じられ

た。

この調査を実質的に行ったHydrogeocol という地元コンサルタントがセミナーで述べている

ように、このモデルは出発点に過ぎず、今後の調査により大幅に変わる可能性を残している。

本プロジェクトでは、ボゴタ平原（盆地）全体を対象とした本来的な意味での地下水ポテンシャ

ル調査が期待されており、これまでの調査結果を足がかりにしてより信頼性の高い調査結果が

待ち望まれている。

3 － 5 － 2　揚水量と井戸データベース

ボゴタ平原では、最近まで地下水揚水に関してほとんど規制をしてこなかった。ただ 1995 年

に市が地下水揚水を全面規制しようとしたことがあったが、各方面の強い抵抗にあって実現し

なかった。地下水揚水量の管理はボゴタ市環境局、クンディナマルカ地域自治公社が管轄区域

別に実施することになっているが、法的根拠はあるものの実質的には現在まだ十分な揚水管理

を行っている状況ではない。

ボゴタ平原には 1992 年当時、約 4,200 本あった井戸が現在では 5,000 本近くになっていると
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推定されている。しかし、無届けの井戸も相当あるものとされている。井戸のデータベースは

各関係機関がそれぞれにもっていたものを、「ボゴタ平原水理地質調査」がきっかけとなってま

とめられたが、データ不足は否めない。例えば、ボゴタ市街地（約 710km2）にある 1,075 本の

井戸のうち、位置・揚水量・地下水位・水質・井戸構造などが一通りそろっているのはわずか

80 本に過ぎない。特に揚水量は市街地北部の花卉栽培を中心とした農業地域、さらに飲料水企

業などの主要企業の揚水量すら十分に把握されていない模様である。地下水調査で最も基本的

なデータの 1 つである揚水量のデータを含むいわゆる井戸インベントリー調査を実施する必要

がある。その際、本格調査団としては立入検査、ヒアリング調査を念頭に置きつつも、産業原

単位を用いるなどの間接的な手段での推算をも考慮する必要があるものと思われる。

このようにして修正、補充、拡張された井戸データベースは、地下水シミュレーション・GIS

システム構築に大いに貢献することとなる。

3 － 5 － 3　地下水開発に伴う環境問題

地下水開発調査の際に問題となる環境問題として、地下水汚染、地盤沈下、自然環境・生態

系があげられる。

（1）地盤沈下

四紀層からの過剰揚水によって、地盤沈下が発生していると指摘されている。空港の北

部チーヤ付近のビール工場、清涼飲料水工場並びにトカンシパの小規模な工業地帯、さら

に空港南部のマドリッド、モスケラの工業地帯付近に地盤沈下が発生しているといわれて

いる。沈下は井戸の抜け上がりが見られ、過去 10 年間に 1 ～ 2m 程度の地盤沈下があった

ものと推定されている。沈下測定は、国立地質鉱物科学研究所が間隙水圧計による推計、ク

ンディナマルカ地域自治公社による基準点測量による実測が実施されており、コロンビア

国側としては、地盤沈下を伴わない地下水開発として白亜系（グアダルペ層）を開発対象と

考えている。

（2）地下水汚染問題

皮革工場をはじめとした域内工場排水による地下水汚染が懸念されている。国立地質鉱

物科学研究所が地下水汚染の危険度を評価した結果を発表しているが、これはあくまで自

然条件から見た可能性を検討したものであって、実態については明確になっていない。ボ

ゴタ平原の第四紀層は湖成粘性土層が厚く堆積していて概して地下水汚染しにくい条件下

にあるが、既存の井戸構造が不適切なためその井戸を通じて地下水が汚染されている可能

性がある。
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（3） 自然環境・生態系

ボゴタ平原にはWet Land と呼ばれる湿地が 13 か所もあり、コロンビア国はラムサール

条約締約国としてこれらの湿原を登録しており、特にコネヘラ湿地は世界的に貴重なエコ

システムがあり、貴重種、固有種が知られている。また、これらの湿地は渡り鳥の住みかと

もなっており、コロンビア国側はこれらの湿地の保護に努力している。しかし、最近のボ

ゴタ川流量の減少によって、4 か所の湿地に水が入らなくなってきているといわれている。

3 － 5 － 4　地下水涵養の問題

地下水涵養量の把握は持続的地下水開発を行ううえで最も重要なものであるが、直接これを

求めることは一般に困難である。定性的な評価として、同位体を用いた涵養調査が重要である。

通常は、地下水シミュレーションモデルにおいて出来るだけ既知のデータを収集して変数を減

らし、地下水位モニタリング結果によるモデルの検証を通じて間接的に推算される。本格調査

において、この地下水涵養の再検討、再評価が非常に重要である。

一方、地下水人工涵養の可能性についてコロンビア国側は大変興味を示している。過剰揚水

による地盤沈下を防止し、回復させる手段としての人工涵養の効果を評価するパイロットスタ

ディに期待がもたれている。

3 － 5 － 5　地下水管理システムの構築

地下水管理に関係する 5 機関（クンディナマルカ地域自治公社、ボゴタ市環境局、国立地質鉱

物科学研究、ボゴタ市上下水道公社、国立大）がGRITAS という協力体制を組み、情報の交換・

共有を通して調査精度の向上を図ろうとしている。GRITAS のなかでリーダーシップをとるボ

ゴタ市上下水道公社では、GRITAS 内においてGIS を本格的に導入し地下水管理システムの構

築に当たろうと考えている。

3 － 5 － 6　地下水開発対象帯水層

調査地域における主要帯水層は第四紀層中のティラタ層と呼ばれる砂礫層及びグアダルペと

呼ばれる白亜紀の帯水層である。前者については、部分的に過剰揚水となっており、地盤沈下

を発生させている。また、地下水汚染の可能性も指摘されており、これ以上の開発にはコロン

ビア国側は消極的である。一方、グアダルペ層の井戸は「ボゴタ平原水理地質調査」が対象とし

たボゴタ市街地の約710km2 にある井戸 1,075 本のわずか 3％に当たる 33 本しかなく、いまだに

その全貌が明らかになっていない。調査地域内グアダルペ層は、地質構造運動を受けて多くの

ブロックに分断されており深度数百メートルの比較的浅いブロックではデータがあるものの、全

般にデータが少ないため帯水層としてのポテンシャルがよく把握されていない。
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したがって、本調査において 1,000m 級の試験井を掘削する意味合いは大きいものがある。ま

た、グアダルペ層を対象とした地下水連続モニタリングはなされておらず、本調査において連

続水位計を設置して観測する意義は大きいものがある。

以上のようにボゴタ平原における地下水開発にとって最も大きな問題は自然条件としての地

下水ポテンシャルである。すなわち帯水層にどの程度の貯留量があり、どの程度の涵養が期待

できるか、そして将来の水需要（目標年 2015 年）に対して社会経済的に、さらに環境保全の観

点からも持続的にどの程度の開発が可能であるか、あるいはどこでどの程度の揚水規制をかけ

る必要があるかを見極める必要がある。更に一歩進んで、地下水人工涵養によって積極的な対

策を施せる可能性を見いだしておくという意味で本調査が果たすべき役割は非常に大きなもの

があるといえる。



─ 65 ─

第 4 章 　本格調査の基本方針

4 － 1　本格調査の目的

（1）ボゴタ市及び周辺都市を含む一地下水盆（4,305km2）を対象とした地下水賦存量調査を行い、

同地域における持続的な地下水開発計画を策定する。

（2）持続的な地下水開発に資する環境現況調査を行う。

（3）本調査の実施を通じ、地下水調査手法及び計画手法についてコロンビア国側カウンターパー

トに対する技術移転を行う。

4 － 2 　調査対象地域

S ／W のANNEX-I に記載したとおり、ボゴタ市及びその周辺地域（総面積約 4,305 km2）につ

いて調査を行う。

4 － 3　計画対象年次

地下水開発計画の計画年次は 2015 年とする。これは、ボゴタ市が策定した首都圏供給マスター

プランの目標年次と同一であり、整合性を考慮しつつ計画を策定する必要がある。

4 － 4　調査実施上の留意事項

（1）先方が地下水開発に期待する点として、都市への集中による将来の人口増に対応した安定

的な上水の供給を行うことのみならず、非常時における代替水源を確保する意図があること

から、対象地域における地下水資源に係る賦存量評価に基づく、長期的かつ持続的な地下水

利用計画となるよう十分留意する必要がある。

（2）ボゴタ川及び周辺河川等の水環境の汚染は進行していることが想定され、湿地帯等の自然

環境に係る影響が懸念される。また、浅層地下水の水質状況については、未処理の都市排水及

び工業排水等による汚染が進行しており、かつ過剰揚水も行われていることから、代替水源

としての浅層地下水の使用には制約があることを認識する必要がある。

（3）現在 EAAB には深井戸掘削、地下水の水質調査、関連データベースの管理及び測量調査等

について必ずしも十分なノウハウを有していないことから、先方 C ／ P への効果的な技術移

転を行う必要があり、先方からの要望も強い。このため、調査全体並びに C ／ P ごと個別の

技術移転計画を策定のうえ、調査期間中における OJT あるいは技術移転セミナー・ワーク

ショップでの off-JT の実施、本邦におけるC ／ P 研修等の機会を利用し、戦略的な人材開発

を図るよう留意する必要がある。



─ 66 ─

（4）EAAB に対しては、上水道分野において既に世銀・米州開銀等ドナーが施設建設、組織強

化等に係るプロジェクトを実施しているため、これらドナーとの情報交換を十分に行うとと

もに、我が方協力の概要、目的、範囲等につき積極的に意見交換を行う必要がある。

（5）プロジェクト対象地域における調査実施中の安全確保については十分な配慮を行う必要が

あり、具体的な試掘場所の選定等に際しては現地日本国大使館、JICA 事務所とも事前に十分

な協議を行い、フィールド調査実施時には事前に JICA 事務所とも協議しつつ、警官を傭上す

る、先方 C ／ P の同行を求める等、治安配慮に係る万全の体制を組むことが重要である。

4 － 5　調 査 項 目

第一段階：基礎調査

（1）既存資料の収集・整理（先方一部実施の地下水調査及び他ドナー等による関連プロジェク

トを含む）

（2）現地踏査

（3）実査（水需要調査、既存給水施設現況、物理探査、水質分析、水位観測）

（4）地下水モニタリング

（5）環境現況調査（既存井・河川水質、底質調査、地盤沈下）

（6）計画フレームの予備検討

第二段階：地下水賦存量調査

（1）水理・地質解析

（2）水収支解析

（3）既存データベースの整備

（4）既存地下水シミュレーションの検証・拡充

（5）地下水賦存量の評価

第三段階：地下水開発計画の策定

（1）計画フレームの設定

（2）水需要予測

（3）施設概略設計

（4）運転・維持管理計画の策定

（5）組織・制度計画策定

（6）地下水モニタリング計画の策定

（7）概算事業費積算
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